
人件費を他の都市と比べてみましょう
市民一人あたりの人件費の推移（普通会計決算）
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67,000

県費負担教職員の市費移管により、
人件費が大きく増加しています。
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人件費は適切な額になるよう人件費は適切な額になるよう
見直しに努めています。見直しに努めています。

川崎市の
財政を知ろう

9

貸借対照表 バランスシート

民間企業会計に準じた財務書類
平成30年度一般会計等決算

川崎市では、財政状況をよりわかりやすく説明する取組として、企業会計的手法による財務書類を作成していま
す。その一つが貸借対照表です。「貸借対照表」は、本市にはどれだけの資産と負債があるのか、現在保有してい
る資産はどのような財源で形成されているのかを表しています。

※金額は、各項目の億円未満を四捨五入しているため、純資産の金額と資産から負債を差し引いた金額が一致しない場合があります。
※民間企業会計に準じて作成したもので、資産のすべてが売却可能なわけではありません。

純資産2兆645億円 負債1兆1,846億円

土地、建物、金銭など、市民共有の財産

借入金など、将来に支払いや返済が
必要となる債務
資産から負債を差し引いた残高。
借金によらず、過去・現在の負担により形成した
資産

資産3兆2,491億円

資 産

負 債

純資産



職員の数を他の都市と比べてみると…
政令指定都市人口1,000人あたりの職員数
（平成30年度普通会計決算）

15
（人）

12

9

6
新
潟
市

神
戸
市

大
阪
市

熊
本
市

京
都
市

名
古
屋
市

北
九
州
市

岡
山
市

広
島
市

仙
台
市

静
岡
市

堺
市

千
葉
市

浜
松
市

川
崎
市

相
模
原
市

さ
い
た
ま
市

札
幌
市

横
浜
市

福
岡
市

10.36
平均値10.82
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単に職員を減らすということだけではなく仕事の方法を工夫して「市民サービスの質」を確保しながら、
新しい課題にも対応できるようにするよう取り組んでいます。

財政の健康診断

財政状況をチェックする
4つの指標
地方自治体は、平成19年度決算
から財政の健全性を判断するた
めの4つの指標を公表すること
が法律で義務づけられました。
川崎市でもこの指標でチェック
した結果、どの指標においても
財政状況は健全な状況を維持し
ています。

一般会計などの実質的な赤字を示すもの実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

全会計の赤字や黒字を合算し、全体の赤字の程度を
示すもの

長期の借入金やこれに準じた経費の額の大きさを
指標化し、実質的な元利償還費の水準を示すもの

一般会計等借入金や将来支払っていく可能性の
ある負担などの現時点での額の程度を指標化し、
将来的に財政を圧迫する可能性が高いかどうか
を示すもの


